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日本新聞協会、新聞公正取引協議会の会員各系統は、読者の新聞販売に対する信頼を維

持・向上させるため、新聞公正競争規約、特定商取引法、新聞訪問販売自主規制規約を厳

守するとともに、読者から解約の申し出があつた場合は読者の利益を一方的に害すること

のないよう、以下のとおり対応するものとする。

【解約に応じるべき場合】

以下に該当する場合は、読者の解約申し出に直ちに応 じなければならない。

また、新聞公正競争規約の上限を超える景品類の提供が行われていた場合、解約にあ

たつて景品類の返還を請求してはならない。

(ルールに基づく解約申し出である場合 )

・クーリングオフ期間中、書面による角翠約申し出があつたとき

(不適切な契約が行われていた場合 )

。威迫や不実告知など、不適切な勧誘を行つたとき

。新聞公正競争規約の上限を超える景品類の提供など、同規約に沿わない販売方

法を行ったとき

・契約期間が自治体が定める条例等の基準を超過していたとき

。相手方の判断力が不足している状態で契約したとき (認知症の方など)

。相手方が本人や配偶者以外の名前で契約したとき

(その他考慮すべき事情がある場合)

・購読者の死亡、購読が困難になる病気・入院・転居など、解約が合理的だと考

えられるとき

。未成年者との契約であつたとき

【丁寧に話し合い解決すべき場合】

上記に該当しない、読者の都合による解約申し出があつた場合、話し合いによつて

解決するものとする。

申し出に応じる場合、解約の条件は両者の合意により決定する。ただし、契約事項

を振 りかざして解約を一方的に断つたり、過大な解約条件 (損害賠償や違約金の請求

など)を要求してはならない。読者の申し出の理由を丁寧に聞き、申し出の応諾や購

読期間の変更など、お互いが納得できる解決を図らなければならない。

以   上


